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2026年４月14日 

各 位 

会 社 名： インフロニア・ホールディングス株式会社 

代表者名： 代 表 執 行 役 社 長  岐 部  一 誠 

 （コード番号：5076 東証プライム市場） 

問合せ先： 経 営 戦 略 部 長   岡 田  直 仁 

 （ T E L ． 0 3 － 6 3 8 0 － 8 2 5 3 ） 

 

 

水ing株式会社の株式の取得（完全子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、2026年４月 14日開催の臨時取締役会において、水 ing株式会社（以下「水 ing」といいます。）の

全株式を、株式会社荏原製作所（以下「荏原製作所」といいます。）、日揮ホールディングス株式会社（以下「日

揮ホールディングス」といいます。）及び三菱商事株式会社（以下「三菱商事」といいます。）より取得し、完

全子会社化すること（以下「本件取引」といいます。）について決議し、同日付でこれに係る株式譲渡契約書（以

下「本株式譲渡契約書」といいます。）を締結いたしましたので、お知らせいたします。なお、本件取引に伴い、

水 ingは当社の特定子会社に該当することとなります。 

 

 

１．株式の取得の理由 

当社は、グループ全体が永続的成長を遂げることを目的に、中長期的に目指す姿を、インフラを上流から下

流までマネジメントするインフラ運営事業を主とした「総合インフラサービス企業」と定め、これをグループ

全体戦略として強力に推進しております。 

また、インフラ運営事業は、当社の成長戦略の柱となる重要なセグメントであり、コンセッション事業及び

再生可能エネルギー事業を中心に展開しております。2025 年 11 月 14 日に公表した中期経営計画『INFRONEER 

Medium-term Vision 2027 中期経営計画（2025年 11月改訂版）』においてはインフラ運営事業を中心に投資す

る計画としており、コンセッション事業等の更なる拡大に取り組んでおります。 

 

一方、水 ingは、荏原製作所の水処理部門を統合した会社であり、2010年に日揮ホールディングス及び三菱

商事が資本参加しました。現在、水 ingグループは、水処理設備の EPC・O&Mに加え、官民連携で水道事業を主

体的に運営しており、国内においてトップクラスのポジションを築いています。長年に亘り培われたエンジニ

アリング力と開発力を強みに、水道、下水道、し尿・汚泥再生処理、産業水処理、浸出水処理、バイオマス、

アミューズメント等様々な分野における水処理プラントの設計・建設、メンテナンスを手掛け、顧客ニーズに

合わせた提案、技術開発、多様化する発注形態に対応しています。また、約 3,000人のフィールドエンジニア

を有する水 ingグループは、様々な水処理施設の運転管理、保守管理、緊急対応のサービスを提供しており、

全国 300ヶ所以上の運転管理実績は国内トップクラスです。官民連携事業では広島県と小諸市で水道事業運営

会社を運営しており、また、薬品事業部門では、薬品の開発から販売、アフターサービスまでを一貫して提供

しています。 

 

本件取引の実行により、水ingグループが保有する水処理エンジニアリング力及びフィールドエンジニア等

と、当社グループが保有する事業の最適化や効率化を推進するプロジェクトマネジメント能力及び土木・建築
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技術・ノウハウを相互活用した、一気通貫での上下水道事業の設計・建設・維持管理・運営が可能になると考

えております。また、水 ingグループが保有する維持管理拠点を起点とした、当社グループが推進する「総合

インフラサービス」としての道路や公共施設管理への拡大等も可能となり、本件取引は多くの戦略的意義を有

しております。これらにより、当社グループ及び水 ingグループは、更なる企業価値の向上を目指してまいり

ます。 

 

 

２．子会社となる会社の概要 

（１） 名 称 水 ing株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区東新橋一丁目９番２号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 安田 真規 

（４） 事 業 内 容 
水・環境プラントの運転・維持管理及び同施設の設計・施工、薬品事

業並びに事業子会社の統括 

（５） 資 本 金 5,500百万円（2025年 12月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1977年４月１日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 

株式会社荏原製作所 33.33％ 

日揮ホールディングス株式会社 33.33％ 

三菱商事株式会社 33.33％ 

（８） 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 

 連 結 純 資 産 28,781百万円 27,875百万円 31,960百万円 

 連 結 総 資 産 54,559百万円 55,878百万円 64,055百万円 

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 9,594円 9,292円 10,654円 

 連 結 売 上 高 74,094百万円 75,302百万円 82,937百万円 

 連 結 営 業 利 益 4,511百万円 4,542百万円 6,817百万円 

 連 結 経 常 利 益 5,123百万円 5,265百万円 7,446百万円 

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
3,236百万円 3,409百万円 6,199百万円 

 １株当たり連結当期純利益 1,083円 1,140円 2,092円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 1,444円 580円 1,716円 

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社荏原製作所 

（２） 所 在 地 東京都大田区羽田旭町 11番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表執行役社長 CEO兼 COO 細田 修吾 

（４） 事 業 内 容 
ポンプ、冷熱機械、送風機、コンプレッサ・タービン、都市ごみ焼却プラン

ト、真空ポンプ、CMP装置などの開発、生産、販売、サービス＆サポート 

（５） 資 本 金 80,751百万円（2025年 12月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1920年５月 20日 

（７） 連 結 資 本 合 計 521,666百万円（2025年 12月 31日現在） 

（８） 連 結 資 産 合 計 1,082,201百万円（2025年 12月 31日現在） 

（９） 大株主及び持株比率 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 17.08％ 
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（2025年 12月 31日） 株式会社日本カストディ銀行（信託口） 7.63％ 

いちごトラスト・ピーティーイー・リミテッド 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店 セキュリティーズ・サ

ービシズ・オペレーションズ） 

5.20％ 

BNYM AS AGT/CLTS NON TREATY JASDEC 

（常任代理人 株式会社三菱 UFJ銀行） 
2.41％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 
2.37％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505301 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 
1.54％ 

JP MORGAN CHASE BANK 385781 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 
1.47％ 

BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT 

（常任代理人 株式会社三菱 UFJ銀行） 
1.36％ 

日本証券金融株式会社 1.13％ 

日本生命保険相互会社 1.12％ 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

（１） 名 称 日揮ホールディングス株式会社 

（２） 所 在 地 神奈川県横浜市西区みなとみらい二丁目３番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役会長兼社長 CEO 佐藤 雅之 

（４） 事 業 内 容 グループ戦略立案及び事業会社の統括管理など 

（５） 資 本 金 23,994百万円（2025年 12月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1928年 10月 25日 

（７） 連 結 純 資 産 392,260百万円（2025年３月 31日現在） 

（８） 連 結 総 資 産 784,175百万円（2025年３月 31日現在） 

（９） 
大株主及び持株比率 

（2025 年９月 30 日） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 18.10％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 11.95％ 

日揮商事株式会社 5.00％ 

公益財団法人日揮・実吉奨学会基本財産口 3.48％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行） 
3.02％ 

BNYMSANV AS AGENT/CLIENTS LUX UCITS NON TREATY 1 

（常任代理人 株式会社三菱 UFJ銀行） 
2.91％ 

BROWN BROTHERS HARRIMAN (LUXEMBOURG) SCA CUSTODIAN FOR 

ARCUS FUND SICAV-ARCUS JAPAN FUND 

（常任代理人 株式会社三菱 UFJ銀行） 

2.78％ 

GOVERNMENT OF NORWAY 

（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東京支店） 
1.62％ 

株式会社三井住友銀行 1.36％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505019 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行） 
1.33％ 
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（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

当社の完全子会社である前田建設工業株式会社は、日揮

ホールディングスの完全子会社である日揮株式会社から

土木工事を受注する取引があります。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

（１） 名 称 三菱商事株式会社 

（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 社長 中西 勝也 

（４） 事 業 内 容 

エネルギー＆パワーソリューション、マテリアルソリューション、金属資

源、社会インフラ、モビリティ、食品産業、S.L.C.の 7グループ体制で、 

幅広い産業を事業領域としており、貿易のみならず、パートナーと共に、

世界中の現場で開発や生産・製造などの役割も自ら担う 

（５） 資 本 金 213,825百万円（2025年 12月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1950年４月１日 

（７） 連 結 資 本 合 計 10,154,322百万円（2025年３月 31日現在） 

（８） 連 結 資 産 合 計 21,496,104百万円（2025年３月 31日現在） 

（９） 
大株主及び持株比率 

（2025 年９月 30 日） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 15.85％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505104 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 
10.32％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5.04％ 

明治安田生命保険相互会社 3.47％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・議

決権受託者行使型） 
2.55％ 

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 
1.86％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 
1.33％ 

JP MORGAN CHASE BANK 385781 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 
1.28％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・日

本郵船株式会社口） 
1.18％ 

JPモルガン証券株式会社 1.16％ 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

０株 

（議決権の数：０個） 

（議決権所有割合：0.00％） 
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（２） 取 得 株 式 数 
3,000,000株 

（議決権の数：30,000個） 

（３） 取 得 価 額 

株式の取得予定価額  91,200百万円 

その他関連費用、アドバイザリー費用等については未定のため、上記金額

に含んでおりません。 

（４） 異動後の所有株式数 

3,000,000株 

（議決権の数：30,000個） 

（議決権所有割合：100.00％） 

（注１）上記の取得予定価額は、現時点における予定額を記載しておりますが、実際の取得価額は、本株式譲

渡契約書に定められた価格調整により確定いたします。 

（注２）本件取引に係る資金については、手元資金及び金融機関からの借入を予定しております。借入の詳細

については、内容確定後、適時開示が必要と判断した場合には、速やかに開示いたします。 

 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2026年４月 14日 

（２） 契 約 締 結 日 2026年４月 14日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2026年７月１日（予定） 

（注）株式譲渡実行日は、上記のとおり 2026年７月１日を予定しておりますが、株式譲渡は、私的独占の禁止

及び公正取引の確保に関する法律（独占禁止法）に定める手続の完了後に実行する必要があるため、そ

の実行日は変動する可能性があります。 

 

 

６．今後の見通し 

本件取引が当社の当期の連結業績に与える影響については現在精査中であり、今後、開示すべき事項が生じ

た場合には速やかに開示いたします。 

 

以 上 


